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第一部【企業情報】

第１【企業の概況】

１【主要な経営指標等の推移】

回次
第91期

第３四半期連結
累計期間

第92期
第３四半期連結

累計期間
第91期

会計期間
自 平成26年４月１日
至 平成26年12月31日

自 平成27年４月１日
至 平成27年12月31日

自 平成26年４月１日
至 平成27年３月31日

売上高 （千円） 23,089,985 22,604,887 32,203,232

経常利益 （千円） 118,917 215,283 248,264

親会社株主に帰属する四半期（当

期）純利益
（千円） 137,113 148,040 209,370

四半期包括利益又は包括利益 （千円） 143,158 103,865 417,967

純資産額 （千円） 4,308,681 4,736,753 4,635,660

総資産額 （千円） 21,482,600 21,443,611 21,057,174

１株当たり四半期（当期）純利益

金額
（円） 3.77 4.07 5.75

潜在株式調整後１株当たり四半期

（当期）純利益金額
（円） － － －

自己資本比率 （％） 18.2 20.1 20.0

 

回次
第91期

第３四半期連結
会計期間

第92期
第３四半期連結

会計期間

会計期間
自 平成26年10月１日
至 平成26年12月31日

自 平成27年10月１日
至 平成27年12月31日

１株当たり四半期純利益金額 （円） 8.63 1.53

（注）１．当社は四半期連結財務諸表を作成しておりますので、提出会社の主要な経営指標等の推移については記載し

ておりません。

２．売上高には、消費税等は含まれておりません。

３．潜在株式調整後１株当たり四半期（当期）純利益金額については、潜在株式が存在しないため記載しており

ません。

４．「企業結合に関する会計基準」（企業会計基準第21号　平成25年９月13日）等を適用し、第１四半期連結累

計期間より、「四半期（当期）純利益」を「親会社株主に帰属する四半期（当期）純利益」としておりま

す。

 

２【事業の内容】

当第３四半期連結累計期間において、当社および当社の関係会社が営む事業の内容について、重要な変更はありま

せん。また、主要な関係会社における異動もありません。
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第２【事業の状況】

１【事業等のリスク】

当第３四半期連結累計期間において、新たな事業等のリスクの発生、または、前事業年度の有価証券報告書に記載

した事業等のリスクについての重要な変更はありません。

２【経営上の重要な契約等】

（日本無線株式会社による当社の完全子会社化に関する株式交換契約の締結）

当社は、平成27年12月18日開催の取締役会において、日本無線株式会社（以下「日本無線（株）」といいます。）

を株式交換完全親会社とし、当社を株式交換完全子会社とする株式交換（以下「本株式交換」といいます。）を行う

ことを決議し、同日付けで日本無線（株）との間で株式交換契約（以下「本株式交換契約」といいます。）を締結い

たしました。

本株式交換の概要は、以下のとおりであります。

 

(1）本株式交換の目的

日本無線（株）、当社および上田日本無線株式会社（以下「上田日本無線（株）」といいます。）の３社（以下、

３社を総称して「日本無線グループ」といいます。）は、これまでも、日本無線グループの継続的な収益確保と更な

る成長を果たすための強靭な経営体質構築、および日清紡ホールディングス株式会社のエレクトロニクス事業グルー

プ全体の経営基盤強化に向け、平成24年９月より、「成長戦略の遂行」と「グローバルレベルでのコスト構造改革」

を基本方針とした「新たな成長に向けた事業構造改革」に取り組んでまいりました。

日本無線グループ全体で進めてきた事業構造改革は、平成27年９月で３年が経過し、これまでの事業構造改革に

よって整いつつある日本無線グループの新たな成長に向けた事業基盤を確固たるものとすべく、事業構造改革の更な

る推進に向けた活動に取り掛かろうとしています。

一方で、日本無線グループを取り巻く経営環境は日々厳しさを増しております。円安による輸入原材料の上昇、先

進国のみならず中国や東南アジア諸国などの新興国を相手とするグローバル競争は年々激しくなっており、また、世

界経済をけん引してきた新興国の経済成長が勢いを欠くなど、事業環境は楽観視できるものではありません。

こうした厳しい経営環境の変化に対応しつつ、事業構造改革の次のステップとして掲げる、

① 事業構造改革の完遂による競争力ある事業基盤の創出

② 成長戦略を共有し、共同で事業戦略を推進できる体制の構築

③ グループの成長戦略推進を可能とする人材育成

について、日本無線グループ各社が一致協力し実現するためにも、日本無線（株）および当社がグループ経営の機動

性と柔軟性を高め、より効率的なグループ経営体制を構築することが急務であると認識しております。

本株式交換により、日本無線（株）と当社は、両社のコア事業の一つであるソリューション・特機事業においての

シナジー創出を加速させることとなります。具体的には、当社において長年培われたソリューション・特機分野にお

ける製造スキルや海外製造拠点の運営ノウハウを今後の日本無線グループの事業展開に十分発揮することで、両社の

コスト競争力の強化が見込まれます。また、エレクトロニクス技術に強みを持つ日本無線（株）と当社の設計部門の

技術交流が加速されることで、日本無線（株）と当社の双方の設計技術の高度化、さらには、新技術開発の効率化が

見込まれます。これらのメリットを背景に、日本無線グループが一丸となって、厳しさを増すグローバル競争に打ち

勝つ体制の構築を一層進めてまいります。さらに、当社はこれらに加え、日本無線（株）の国内外における販売チャ

ネルの活用や資金力を背景に、より積極的な事業展開を図ることが可能となることからも、当社の企業価値向上に資

するものと判断いたしました。

 

(2）本株式交換の日程

取締役会決議日 平成27年12月18日

本株式交換契約締結日 平成27年12月18日

臨時株主総会基準日公告日 平成27年12月22日

臨時株主総会基準日 平成28年１月６日

臨時株主総会開催日 平成28年２月12日（予定）

最終売買日 平成28年３月16日（予定）

上場廃止日 平成28年３月17日（予定）

本株式交換効力発生日 平成28年３月23日（予定）
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(3）本株式交換の方法

日本無線（株）を株式交換完全親会社とし、当社を株式交換完全子会社とする株式交換となります。日本無線

（株）は、会社法第796条第２項の規定に基づく簡易株式交換の手続きにより株主総会の決議による承認を受けずに

本株式交換を行う予定です。当社は、平成28年２月12日に開催予定の当社の臨時株主総会の決議による承認を受けた

上で本株式交換を行う予定です。なお、本株式交換は、日本無線（株）と上田日本無線（株）との間において平成27

年12月18日付で締結された株式交換契約に基づく株式交換が効力を生ずるのに必要な要件を全て満たしていること

を、効力発生の条件としております。

 

(4）本株式交換に係る割当ての内容

 
日本無線

（株式交換完全親会社）

当社

（株式交換完全子会社）

本株式交換に係る割当比率 1 0.698

 

(5）本株式交換に係る割当ての内容の算定根拠

日本無線（株）および当社は、本株式交換に用いられる株式交換比率その他本株式交換の公正性・妥当性を確保す

るため、日本無線（株）はGCAサヴィアン株式会社を、当社は日比谷監査法人をそれぞれ第三者算定機関として、ま

た、日本無線（株）は西村あさひ法律事務所を、当社はシティユーワ法律事務所をそれぞれ法務アドバイザーとして

選定し、本格的な検討を開始いたしました。日本無線（株）および当社は、それぞれ、当該第三者算定機関に対し、

本株式交換に用いられる株式交換比率の算定を依頼し、当該第三者算定機関から受領した株式交換比率算定書および

法務アドバイザーからの助言を参考に、両社がそれぞれ相手方に対して実施したデュー・デリジェンスの結果等を踏

まえて慎重に検討し、両社の財務状況、業績動向、株価動向等を総合的に勘案した上、両社間で株式交換比率につい

て慎重に協議・検討を複数回にわたり重ねてまいりました。

このように、両社は、各社がそれぞれ選定した第三者算定機関から受領した株式交換比率算定書及び法務アドバイ

ザーからの助言を参考に、両社がそれぞれ相手方に対して実施したデュー・デリジェンスの結果等を踏まえて慎重に

検討し、独立した第三者から取得した意見等も踏まえた上で、両社の財務状況、業績動向、株価動向等を総合的に勘

案しながら、慎重に協議・検討を重ねた結果、上記(４)「本株式交換に係る割当ての内容」に記載の本株式交換比率

は、それぞれの株主の皆様にとって妥当であるものと判断し、平成27年12月18日に開催された両社の取締役会におい

て、本株式交換を行うことを決定し、両社間で本株式交換契約を締結いたしました。

 

(6）本株式交換の後の株式交換完全親会社となる会社の商号、本店の所在地、代表者の氏名、資本金の額および事業

の内容

 

商号 日本無線株式会社

本店の所在地 東京都三鷹市下連雀五丁目1番1号

代表者の氏名 代表取締役社長　土田　隆平

資本金の額 14,704百万円

事業の内容 船舶用・防衛関連、防災行政無線など無線通信機器の製造販売等
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３【財政状態、経営成績及びキャッシュ・フローの状況の分析】

文中の将来に関する事項は、当四半期連結会計期間の末日現在において当社グループ(当社および連結子会社）が

判断したものであります。

なお、第１四半期連結累計期間より、「企業結合に関する会計基準」（企業会計基準第21号　平成25年９月13日）

等を適用し、「四半期純利益」を「親会社株主に帰属する四半期純利益」としております。

（1）業績の状況

当第３四半期連結累計期間におけるわが国経済は、政府の経済政策や日銀の金融緩和政策を背景に雇用や所得環

境が改善するなど、景気は緩やかな回復基調で推移しました。一方、中国をはじめとするアジア新興国の景気減速

など、わが国の景気を下押しするリスクにも留意が必要な状況が続いております。

このような経済状況の下、当社グループは、2015年度の経営方針を「事業化力の強化」、当社・日本無線

（株）・上田日本無線（株）で推進している「事業構造改革の成果実現」とし、基盤事業の強化、重点事業の成長

加速に積極的に取り組んでおります。

事業構造改革に関しましては、重点施策の一つである、日本無線（株）の開発・生産拠点の長野への移転が概ね

完了し、同社との更なるシナジー効果を追求する段階に入りました。当社グループは、同社との連携をさらに強化

し、成果の発揮に努めてまいります。また、主要生産拠点の一つと位置づけている中国子会社につきましては、生

産効率改善、メカトロニクス機器・海上機器の売上増加、さらには生産品目の拡大等により収益力の向上を図って

まいります。

さらに、新事業の事業化加速、不振事業の収益構造見直しなどを進め、収益体質の強化に取り組んでまいりま

す。

なお、第１四半期連結会計期間より、報告セグメントを「ソリューション・特機」、「情報通信・電源」、「メ

カトロニクス」に変更しております。

 

以上の結果、当第３四半期連結累計期間の当社グループの連結業績は、次のとおりとなりました。

売上高につきましては、前年同期に比べ、メカトロニクスセグメントが増加したものの、ソリューション・特機

および情報通信・電源セグメントが減少したため、22,604百万円（前年同期比2.1%減）となりました。

損益につきましては、営業利益は収益構造の見直しなどにより情報通信・電源セグメントの損失が前年同期に比

べ縮小したことなどから、前年同期に比べ増加し、280百万円（前年同期比150.4%増）となりました。経常利益は

営業利益の増加に伴い、215百万円（前年同期比81.0%増）、親会社株主に帰属する四半期純利益は148百万円（前

年同期比8.0%増）となりました。

 

当第３四半期連結累計期間における主要な事業のセグメント別業績は、以下のとおりであります。

セグメント利益またはセグメント損失は、営業利益または営業損失ベースの数値です。

なお、第１四半期連結会計期間より報告セグメントを変更したため、前年同期比につきましては、前第３四半期

連結累計期間の数値をセグメント変更後の数値に組み替えた上で比較しております。

 

（ソリューション・特機）

本セグメントの売上高につきましては、公共インフラ設備機器などの官公需通信機器の売上が減少したことなど

から、7,930百万円（前年同期比8.6%減）となりました。損益につきましては、売上高の減少に伴い、セグメント

利益352百万円（前年同期比22.4%減）となりました。

 

（情報通信・電源）

本セグメントの売上高につきましては、収益性に鑑みた販売機種の絞り込みにより電源装置の売上が減少したこ

となどから、6,822百万円（前年同期比7.7%減）となりました。損益につきましては、前年同期に比べ大幅に改善

したものの、コンシューマ電源の価格競争が引き続き厳しいことなどから、セグメント損失295百万円（前年同期

はセグメント損失571百万円）となりました。

 

（メカトロニクス）

本セグメントの売上高につきましては、複写機の周辺機器などを中心に事務用機器の売上が増加したことなどか

ら、6,026百万円（前年同期比3.9%増）となりました。損益につきましては、高付加価値製品の売上比率が前年同

期に比べ減少したことなどから、セグメント利益18百万円（前年同期比67.6%減）となりました。
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（その他）

本セグメントの売上高につきましては、事業構造改革によるレンタル事業の取り込みなどから、1,825百万円

（前年同期比50.3%増）となりました。損益につきましては、セグメント利益139百万円（前年同期比21.9%増）と

なりました。

（2）事業上および財務上の対処すべき課題

当第３四半期連結累計期間において、当社グループが対処すべき課題について、重要な変更はありません。

引き続き、各施策の着実な実行により、収益力の強化と財務体質の健全化を図り、企業価値の向上に努めてま

いります。

（3）研究開発活動

当社グループは、中長期的な視野に立った基礎研究から事業活動に直結した新技術の開発まで総合的な研究開

発活動を行っており、当第３四半期連結累計期間におけるグループ全体の研究開発活動の金額は、83百万円であ

ります。なお、当第３四半期連結累計期間において、当社グループの研究開発活動の状況に重要な変更はありま

せん。
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第３【提出会社の状況】

１【株式等の状況】

（１）【株式の総数等】

①【株式の総数】

種類 発行可能株式総数（株）

普通株式 60,000,000

計 60,000,000

 

②【発行済株式】

種類
第３四半期会計期間末現在発行
数（株）

（平成27年12月31日）

提出日現在発行数（株）
（平成28年２月10日）

上場金融商品取引所名
又は登録認可金融商品
取引業協会名

内容

普通株式 36,420,538 36,420,538
東京証券取引所

（市場第二部）

単元株式数

1,000株

計 36,420,538 36,420,538 － －

 

（２）【新株予約権等の状況】

該当事項はありません。

（３）【行使価額修正条項付新株予約権付社債券等の行使状況等】

該当事項はありません。

（４）【ライツプランの内容】

該当事項はありません。

（５）【発行済株式総数、資本金等の推移】

年月日
発行済株式総
数増減数

（株）

発行済株式総
数残高（株）

資本金増減額
（千円）

資本金残高
（千円）

資本準備金増
減額（千円）

資本準備金残
高（千円）

平成27年10月１日～

平成27年12月31日
－ 36,420,538 － 3,649,580 － －

 

（６）【大株主の状況】

　当四半期会計期間は第３四半期会計期間であるため、記載事項はありません。
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（７）【議決権の状況】

当第３四半期会計期間末日現在の「議決権の状況」については、株主名簿の記載内容が確認できないため、記載

することができないことから、直前の基準日（平成27年９月30日）に基づく株主名簿による記載をしております。

①【発行済株式】

平成27年12月31日現在
 

区分 株式数（株） 議決権の数（個） 内容

無議決権株式 － － －

議決権制限株式（自己株式等） － － －

議決権制限株式（その他） － － －

完全議決権株式（自己株式等） 普通株式     10,000 － －

完全議決権株式（その他） 普通株式 36,397,000 36,397 －

単元未満株式 普通株式     13,538 － 　　　　　－

発行済株式総数 　　　　 36,420,538 － －

総株主の議決権 － 36,397 －

 

②【自己株式等】

平成27年12月31日現在
 

所有者の氏名又は
名称

所有者の住所
自己名義所有株
式数（株）

他人名義所有株
式数（株）

所有株式数の合
計（株）

発行済株式総数に
対する所有株式数
の割合（％）

長野日本無線株式

会社

長野県長野市稲里

町1163番地
10,000 － 10,000 0.02

計 － 10,000 － 10,000 0.02

 

２【役員の状況】

該当事項はありません。
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第４【経理の状況】

１．四半期連結財務諸表の作成方法について
当社の四半期連結財務諸表は、「四半期連結財務諸表の用語、様式及び作成方法に関する規則」（平成19年内閣府

令第64号）に基づいて作成しております。

 

２．監査証明について
当社は、金融商品取引法第193条の２第１項の規定に基づき、第３四半期連結会計期間（平成27年10月１日から平

成27年12月31日まで）および第３四半期連結累計期間（平成27年４月１日から平成27年12月31日まで）に係る四半期

連結財務諸表について、有限責任監査法人トーマツによる四半期レビューを受けております。
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１【四半期連結財務諸表】

（１）【四半期連結貸借対照表】

  （単位：千円）

 
前連結会計年度

(平成27年３月31日)
当第３四半期連結会計期間

(平成27年12月31日)

資産の部   

流動資産   

現金及び預金 727,844 487,366

受取手形及び売掛金 7,439,482 6,129,835

電子記録債権 367,275 861,671

商品及び製品 619,591 704,590

仕掛品 4,223,711 5,225,501

原材料及び貯蔵品 1,655,000 1,519,272

繰延税金資産 18,107 16,153

その他 267,754 746,762

貸倒引当金 △1,611 △1,470

流動資産合計 15,317,157 15,689,682

固定資産   

有形固定資産   

建物及び構築物（純額） 1,788,693 1,806,269

機械装置及び運搬具（純額） 413,153 404,990

土地 2,382,106 2,382,986

リース資産（純額） 223,829 244,978

建設仮勘定 9,793 67,467

その他（純額） 258,035 240,509

有形固定資産合計 5,075,610 5,147,202

無形固定資産 210,109 164,835

投資その他の資産   

投資有価証券 268,484 242,865

繰延税金資産 31,953 33,144

その他 167,834 178,656

貸倒引当金 △13,975 △12,775

投資その他の資産合計 454,297 441,891

固定資産合計 5,740,016 5,753,929

資産合計 21,057,174 21,443,611
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  （単位：千円）

 
前連結会計年度

(平成27年３月31日)
当第３四半期連結会計期間

(平成27年12月31日)

負債の部   

流動負債   

支払手形及び買掛金 3,653,315 3,792,968

電子記録債務 2,197,247 2,646,871

短期借入金 6,500,000 6,900,000

1年内返済予定の長期借入金 985,218 416,500

未払金 451,479 366,728

未払費用 255,713 402,468

未払法人税等 68,541 32,781

製品保証引当金 52,953 52,953

その他 643,532 680,410

流動負債合計 14,808,000 15,291,682

固定負債   

長期借入金 606,200 387,500

繰延税金負債 49,527 40,264

再評価に係る繰延税金負債 537,079 537,079

役員退職慰労引当金 17,651 15,117

環境対策引当金 16,964 16,964

退職給付に係る負債 66,487 63,378

資産除去債務 111,111 112,107

その他 208,490 242,764

固定負債合計 1,613,512 1,415,176

負債合計 16,421,513 16,706,858

純資産の部   

株主資本   

資本金 3,649,580 3,649,580

利益剰余金 △910,310 △762,269

自己株式 △1,814 △1,814

株主資本合計 2,737,454 2,885,495

その他の包括利益累計額   

その他有価証券評価差額金 88,322 70,837

土地再評価差額金 988,617 988,617

為替換算調整勘定 99,809 96,066

退職給付に係る調整累計額 296,509 269,690

その他の包括利益累計額合計 1,473,259 1,425,212

非支配株主持分 424,946 426,044

純資産合計 4,635,660 4,736,753

負債純資産合計 21,057,174 21,443,611
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（２）【四半期連結損益計算書及び四半期連結包括利益計算書】

【四半期連結損益計算書】

【第３四半期連結累計期間】

  （単位：千円）

 
前第３四半期連結累計期間
(自　平成26年４月１日
　至　平成26年12月31日)

当第３四半期連結累計期間
(自　平成27年４月１日
　至　平成27年12月31日)

売上高 23,089,985 22,604,887

売上原価 20,727,992 20,032,160

売上総利益 2,361,993 2,572,726

販売費及び一般管理費   

荷造及び発送費 272,160 317,036

給料 1,124,908 1,138,253

退職給付費用 38,327 35,973

その他 814,729 801,304

販売費及び一般管理費合計 2,250,127 2,292,568

営業利益 111,866 280,158

営業外収益   

受取利息 1,129 240

受取配当金 3,965 4,689

受取賃貸料 18,095 30,782

受取設備負担金 31,881 －

貸倒引当金戻入額 1,987 140

為替差益 65,027 －

その他 27,835 16,798

営業外収益合計 149,921 52,651

営業外費用   

支払利息 76,958 49,549

売上債権売却損 37,031 25,319

為替差損 － 3,765

その他 28,880 38,890

営業外費用合計 142,870 117,525

経常利益 118,917 215,283

特別利益   

投資有価証券売却益 45,077 －

特別利益合計 45,077 －

税金等調整前四半期純利益 163,994 215,283

法人税、住民税及び事業税 59,558 64,289

法人税等調整額 △8,829 △249

法人税等合計 50,728 64,039

四半期純利益 113,265 151,243

非支配株主に帰属する四半期純利益又は非支配株主

に帰属する四半期純損失（△）
△23,847 3,203

親会社株主に帰属する四半期純利益 137,113 148,040
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【四半期連結包括利益計算書】

【第３四半期連結累計期間】

  （単位：千円）

 
前第３四半期連結累計期間
(自　平成26年４月１日
　至　平成26年12月31日)

当第３四半期連結累計期間
(自　平成27年４月１日
　至　平成27年12月31日)

四半期純利益 113,265 151,243

その他の包括利益   

その他有価証券評価差額金 31,024 △17,484

為替換算調整勘定 17,445 △3,074

退職給付に係る調整額 △18,577 △26,819

その他の包括利益合計 29,892 △47,378

四半期包括利益 143,158 103,865

（内訳）   

親会社株主に係る四半期包括利益 186,065 99,993

非支配株主に係る四半期包括利益 △42,907 3,871
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【注記事項】

（会計方針の変更）

（企業結合に関する企業会計基準等の適用）

「企業結合に関する会計基準」（企業会計基準第21号　平成25年９月13日）、「連結財務諸表に関する会計基

準」（企業会計基準第22号　平成25年９月13日）および「事業分離等に関する会計基準」（企業会計基準第７号　

平成25年９月13日）等を第１四半期連結会計期間から適用し、四半期純利益等の表示の変更および少数株主持分か

ら非支配株主持分への表示の変更を行っております。当該表示の変更を反映させるため、前第３四半期連結累計期

間および前連結会計年度については、四半期連結財務諸表および連結財務諸表の組替えを行っております。

 

（四半期連結貸借対照表関係）

１　受取手形割引高

 
　前連結会計年度

（平成27年３月31日）
当第３四半期連結会計期間
（平成27年12月31日）　

受取手形割引高 661,492千円 847,366千円

 

 

（四半期連結キャッシュ・フロー計算書関係）

当第３四半期連結累計期間に係る四半期キャッシュ・フロー計算書は作成しておりません。なお、第３四半期連

結累計期間に係る減価償却費（のれんを除く無形固定資産に係る償却費を含む。）は、次のとおりであります。

 
 

 
 

前第３四半期連結累計期間
（自　平成26年４月１日
至　平成26年12月31日）

当第３四半期連結累計期間
（自　平成27年４月１日
至　平成27年12月31日）

 減価償却費 329,703千円 383,928千円

 

（株主資本等関係）

Ⅰ　前第３四半期連結累計期間（自　平成26年４月１日　至　平成26年12月31日）

 配当に関する事項

該当事項はありません。

 

Ⅱ　当第３四半期連結累計期間（自　平成27年４月１日　至　平成27年12月31日）

 配当に関する事項

該当事項はありません。
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（セグメント情報等）

【セグメント情報】

Ⅰ　前第３四半期連結累計期間（自　平成26年４月１日　至　平成26年12月31日）

１．報告セグメントごとの売上高及び利益又は損失の金額に関する情報

      （単位：千円）

 報告セグメント
その他

（注）1
合計

調整額

（注）2

四半期連結損益

計算書計上額

（注）3 
ソリュー
ション・特

機

情報通信・
電源

メカトロニ
クス

売上高        

外部顧客に対する売上高 8,680,583 7,394,124 5,800,912 1,214,365 23,089,985 － 23,089,985

セグメント間の内部売上
高又は振替高

－ － 808 3,833,249 3,834,058 △3,834,058 －

計 8,680,583 7,394,124 5,801,721 5,047,615 26,924,044 △3,834,058 23,089,985

セグメント利益又は損失

（△）
454,825 △571,922 56,768 114,233 53,904 57,961 111,866

（注）１．「その他」の区分は、報告セグメントに含まれない事業セグメントであり、携帯電話機器の販売事

業およびソフトウェア開発や製造の請負事業等を含んでおります。

２．調整額の内容は下記のとおりであります。

セグメント利益　　　　 　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　（単位：千円）
 

 金額  

セグメント間取引消去

その他

134,178

△76,217

 

 

合計 57,961 

３．セグメント利益又は損失は、四半期連結損益計算書の営業利益と調整を行っております。

 

２．報告セグメントごとの固定資産の減損損失又はのれん等に関する情報

該当事項はありません。

 

Ⅱ　当第３四半期連結累計期間（自　平成27年４月１日　至　平成27年12月31日）

１．報告セグメントごとの売上高及び利益又は損失の金額に関する情報

      （単位：千円）

 報告セグメント
その他

（注）1
合計

調整額

（注）2

四半期連結損益

計算書計上額

（注）3 
ソリュー
ション・特

機

情報通信・
電源

メカトロニ
クス

売上高        

外部顧客に対する売上高 7,930,246 6,822,563 6,026,339 1,825,737 22,604,887 － 22,604,887

セグメント間の内部売上
高又は振替高

342 － 536 4,620,322 4,621,200 △4,621,200 －

計 7,930,588 6,822,563 6,026,876 6,446,059 27,226,087 △4,621,200 22,604,887

セグメント利益又は損失

（△）
352,821 △295,649 18,391 139,215 214,779 65,378 280,158

（注）１．「その他」の区分は、報告セグメントに含まれない事業セグメントであり、携帯電話機器の販売事

業およびソフトウェア開発や製造の請負事業等を含んでおります。
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２．調整額の内容は下記のとおりであります。

セグメント利益　　　　 　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　（単位：千円）
 

 金額  

セグメント間取引消去

その他

159,506

△94,127

 

 

合計 65,378 

３．セグメント利益又は損失は、四半期連結損益計算書の営業利益と調整を行っております。

 

２．報告セグメントごとの固定資産の減損損失又はのれん等に関する情報

該当事項はありません。

 

３．報告セグメントの変更等に関する情報

第１四半期連結会計期間より、成長路線への確実な転換に向け、各事業の経営判断をより迅速に行う

ため、報告セグメントを従来の「情報・通信機器」、「メカトロニクス機器」および「電源・エネル

ギー機器」から、「ソリューション・特機」、「情報通信・電源」および「メカトロニクス」の区分に

変更しております。

主な変更点は、従来の情報・通信機器を官公需向け製品と民需向け製品に分け、官公需向け製品を中

心に「ソリューション・特機」とし、民需向け製品と従来の電源・エネルギー機器を統合し、「情報通

信・電源」としました。

なお、前第３四半期連結累計期間のセグメント情報は、変更後の報告セグメントにより作成してお

り、前連結会計年度の第３四半期連結累計期間に開示した報告セグメントとは相違しております。

 

（１株当たり情報）

１株当たり四半期純利益金額および算定上の基礎は、以下のとおりであります。

 
前第３四半期連結累計期間
（自　平成26年４月１日
至　平成26年12月31日）

当第３四半期連結累計期間
（自　平成27年４月１日
至　平成27年12月31日）

１株当たり四半期純利益金額 3円77銭 4円07銭

（算定上の基礎）   

親会社株主に帰属する四半期純利益金額（千

円）
137,113 148,040

普通株主に帰属しない金額（千円） － －

普通株式に係る親会社株主に帰属する四半期純

利益金額（千円）
137,113 148,040

普通株式の期中平均株式数（千株） 36,410 36,410

（注）潜在株式調整後１株当たり四半期純利益金額については、潜在株式が存在しないため記載しておりません。

 

（重要な後発事象）

該当事項はありません。
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２【その他】

該当事項はありません。
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第二部【提出会社の保証会社等の情報】
　該当事項はありません。
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 独立監査人の四半期レビュー報告書  

 

  平成28年２月５日

長野日本無線株式会社   

取 締 役 会　 御中   

 

 有限責任監査法人トーマツ  

 

 
指定有限責任社員
業務執行社員

 公認会計士 津　田　英　嗣　印

 

 
指定有限責任社員
業務執行社員

 公認会計士 小　松　　聡　　印

 

　当監査法人は、金融商品取引法第193条の２第１項の規定に基づき、「経理の状況」に掲げられている長野日本無線株

式会社の平成27年４月１日から平成28年３月31日までの連結会計年度の第３四半期連結会計期間（平成27年10月１日から

平成27年12月31日まで）及び第３四半期連結累計期間（平成27年４月１日から平成27年12月31日まで）に係る四半期連結

財務諸表、すなわち、四半期連結貸借対照表、四半期連結損益計算書、四半期連結包括利益計算書及び注記について四半

期レビューを行った。
 
四半期連結財務諸表に対する経営者の責任

経営者の責任は、我が国において一般に公正妥当と認められる四半期連結財務諸表の作成基準に準拠して四半期連結

財務諸表を作成し適正に表示することにある。これには、不正又は誤謬による重要な虚偽表示のない四半期連結財務諸表

を作成し適正に表示するために経営者が必要と判断した内部統制を整備及び運用することが含まれる。
 
監査人の責任

当監査法人の責任は、当監査法人が実施した四半期レビューに基づいて、独立の立場から四半期連結財務諸表に対す

る結論を表明することにある。当監査法人は、我が国において一般に公正妥当と認められる四半期レビューの基準に準拠

して四半期レビューを行った。

四半期レビューにおいては、主として経営者、財務及び会計に関する事項に責任を有する者等に対して実施される質

問、分析的手続その他の四半期レビュー手続が実施される。四半期レビュー手続は、我が国において一般に公正妥当と認

められる監査の基準に準拠して実施される年度の財務諸表の監査に比べて限定された手続である。

当監査法人は、結論の表明の基礎となる証拠を入手したと判断している。
 
監査人の結論

　当監査法人が実施した四半期レビューにおいて、上記の四半期連結財務諸表が、我が国において一般に公正妥当と認め

られる四半期連結財務諸表の作成基準に準拠して、長野日本無線株式会社及び連結子会社の平成27年12月31日現在の財政

状態及び同日をもって終了する第３四半期連結累計期間の経営成績を適正に表示していないと信じさせる事項がすべての

重要な点において認められなかった。
 
利害関係

　会社と当監査法人又は業務執行社員との間には、公認会計士法の規定により記載すべき利害関係はない。
 

以　上
 

（注）１．上記は四半期レビュー報告書の原本に記載された事項を電子化したものであり、その原本は当社が四半期報

告書に添付する形で別途保管しております。

　２．XBRLデータは四半期レビューの対象には含まれておりません。
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